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第２章 熊本県山
やま

都
と

町による『自治振興区』の取組   

 

 
 福田 竜一・橋詰 登・佐藤 真弓  

 
１. 山都町の地域づくり支援 

 

（１） 山都町の概要 

 

熊本県山都町は 2005 年 2 月 11 日に旧矢部町，旧清和村，旧蘇陽町が合併して誕生した。

総面積は 544.7 ㎢で，面積の約 7 割を森林が占めている。標高は 300～900m であり，８月

の平均気温は 24.8 度と夏でも冷涼である。 
2015 年国勢調査によると，人口は 15,149 人，総世帯数は 5,594 世帯，高齢化率は 44.5％

である。1960 年からの 55 年間で人口は約 6 割減少しており，人口は 2010 年から▲10.8％
の減少となっている。 

 
（２） 山都町の農業 

 
１） 概要 

 2010 年農林業センサスによれば，山都町の総農家戸数は 2,612 戸，うち販売農家は 2,073
戸である。経営耕地総面積は 3,837ha，水田率は 52.0％である。山都町は恵まれた自然条

件を活かして，多様な高品質の農産品目を生産している。特に高冷地の特性を活かした野

菜（トマト，キャベツ）の他，米，ブルーベリー，ゆず，茶，栗の生産が盛んである。こ

の他，山都町を含む上益城地域は有機農業が盛んなことでも広く知られている。 
 山都町は全域が中山間地域で，農地整備率（2004 年）は田が 8.1％，畑が 19.7％と低い

など，農業生産条件面での強い不利性が指摘される。また近年は，鳥獣被害が深刻化して

おり，2013 年の被害額は水稲作を中心にして 15 百万円にのぼっている。鳥獣被害は農業

者の営農継続意欲を削ぐなど，将来の地域農業の維持にかかわる深刻な問題となっている。 
 

２） 人・農地プラン作成と集落営農組織の設立状況 

山都町内における人・農地プランは，2014 年度末までの実績で合計 36 プランが作成さ

れている。また熊本県が独自に実施している農地集積関係の事業（1）について，町内では 2014
年度までに旧矢部町，旧清和村，旧蘇陽町に 1 カ所ずつ，3 地区が「農地集積重点地区」に

指定された。さらに町では，町単独で「集落営農推進事業」を実施しており，集落営農組

織の設立に必要な会議や研修の費用に 1 集落 300 千円を助成している。2015 年度は 8 地区
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が補助を受けている。このような県と町事業展開によって，2015 年までに 26 集落で集落

営農の開始に向けた活動や話し合い等が進められている。 
 

３） 中山間地域等直接支払制度の実施状況 

山都町の中山間地域等直接支払制度の実施状況に関しては，第２－１表によれば，2014
年度の協定参加農家数が 2,731，協定数が 166（うち集落協定 165）であった。協定面積は

約 2,577ha（うち田は約 2,234ha），交付金額は約 351.8 百万円である。1 協定あたりの交

付金額は 2,119 千円，1 農家あたりの交付金額は 129 千円である。また共同取組への配分率

は平均で 54％である。第 4 期の初年度となる 2015 年度は，協定参加農家数，交付面積と

もに前年度よりも増加の見込みである。 
 

第２―１表 山都町の中山間地域等直接支払制度の実施状況（2014 年度） 

協定数

うち集落協定
参加農家数
協定面積 2,577 ha

うち田 2,234 ha
交付金額 351.8 百万円

54 ％

166
165

2,731

共同取組への配分  
資料：山都町作成資料より筆者作成． 

 
（３） 自治振興区の設立経緯 

 

山都町では町内全域にわたり合計 28 の自治振興区を設置している。自治振興区とは「各

町村で行われてきた駐在区・行政区制度を発展させるために，新たに自治振興区を設定し

て，これを地域の中で住民が自ら考えて行動する住民自治の基盤にする（山都町作成資料

より抜粋）」ことを目的として設立された住民が主体となって運営する広域地域組織である。

山都町成立以前の，「矢部・清和・蘇陽合併協議会」において「新町建設計画」が策定され

ており，そこで山都町に自治振興区設置計画が立てられた。その後 2005 年の山都町の成立

と同時に各地に自治振興区を設置した。  
自治振興区を設置する理由として，山都町は，第 1 に，国と地方の財政の悪化により一

律の地域づくりが困難となっていること，第 2 に，地域活動の担い手が減少し，一定範囲

で各集落が連携して地域活動の維持を図る必要があること，そして第 3 に行政の各分野に

ある各地域団体（公民館活動団体，体育協会活動団体など）のタテ割りの解消という 3 点

をあげている。 
自治振興区の設立に際しては，住民の理解と協力が必要不可欠だったため，町職員が中

心となって各地区で住民に説明を行った。しかし自治振興区が全く新たな制度であったこ

ともあり，その意義や必要性を理解してもらうためには，時間をかける必要があった。他
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方，各旧町村には行政区(２)を設置しており，元々は行政区を統合して自治振興区を発足さ

せる予定であった。しかし行政区の統合について，町村合併までに住民からの理解を十分

に得られなかったため，行政区を残したまま，山都町設立と同時に自治振興区を発足させ

たという経緯がある。このため，行政区が合併した地区を除き，自治振興区と行政区の並

立状態が続いている(３)。 
 

（４） 自治振興区の現状 

 

１） 概 要 

自治振興区は旧小学校校区を基本の範域とするが，人口が比較的多い地区では 1 小学校

区に複数の自治振興区を設定している。第２－２表によると，1 自治振興区あたり人口は平

均 595 人である。他方，最も人口の多い自治振興区は 1,555 人だが，最小は 131 人となっ

ており，10 倍以上の差がある。また各自治振興区の 75 歳以上人口割合の平均は 27.1％だ

が，最高は 46.6％，最低は 20.2％となっており，自治振興区間で最大 2 倍以上の差がある。

１自治振興区の平均面積は14.9㎢だが，最大の自治振興区の面積が42.9㎢であるのに対し，

最小だと 0.8 ㎢となっており，53.6 倍という大きな差がある。 
 

第２－２表 山都町「自治振興区」の概要 

人口（人）
75歳以上人
口割合（％）

地区（集落）
数

面積（㎢）

平均 595 27.1 4.6 14.9
最大 1,555 46.6 12 42.9
最小 131 20.2 1 0.8  
資料：山都町作成資料より筆者作成． 

 
２） 構成 

すでに指摘したように，自治振興区の設置の目的の 1 つには，複数の地域組織のタテ割

りの解消があり，自治振興区の設置によって，複数の地域組織が自治振興区の下に統合さ

れた。地域の主な活動のうち「公民館活動」，「町体育協会支部活動」，「老人会活動」，「地

区社協」，「女性（婦人）会活動」，「子ども会活動」，「環境美化活動」は，ほぼすべての自

治振興区で引き継がれており，これら活動を担う部会などが自治振興区内に設置されてい

る（第２－１図）。特に公民館，体育協会，環境整備の 3 つの活動は，町助成金の支給要件

になっており，すべての自治振興区で行われている。これら以外に，産業振興や特定のイ

ベントの企画などを担うための部会や委員会（地域づくり部会，産業部会など）を独自に

設けている自治振興区もある。 
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 公民館活動
 町体育協会支部活動
 老人会活動
 地区社協
 健康づくり推進委員
 地域福祉を支える会活動
 婦人会活動
 子ども会活動
 環境美化
 防災活動，その他の活動

自治振興区長（会長）

役員会（行政区長・各種部会長）

行政区 行政区

各
集
落
・
組

各
集
落
・
組

各
集
落
・
組

各
集
落
・
組

 

第２－１図 自治振興区の組織図（模式図） 

資料：山都町作成資料． 

 
３） 運営 

自治振興区の名称や規約は，自治振興区が自ら定めることになっており，自治振興区の

会費を課すか否かもすべて自治振興区の決定に委ねている。実際には，自治振興区の月会

費の徴収額は 1～4 千円／世帯が多いが，会費は全くとらず，町からの交付金と国や県から

の事業補助金による支援だけで活動している自治振興区もある。 
 

４） 農業・農村政策との関連 

人・農地プランのうち，2014 年に作成された 2 プランは自治振興区全域を対象としてい

るが，残りのプランは集落単位で作成されている。集落営農に向けた話し合いが行われて

いるのは，26 集落中，2 自治振興区の 16 集落となっている。 
 

（５） 自治振興区への支援 

 

１） 山都町による支援 

 

（ⅰ） 資金的支援 

山都町は旧町村ごとにあった各種助成金を，町村合併を契機に集約化した「自治振興区

助成金」と，「自治振興区独自事業補助金」を設定して，自治振興区を資金的に支援してい

る（４）。 
自治振興区助成金の予算額（2015 年度）は 26,523 千円である。配分は基本割が 290 千

円，世帯割 400 円／世帯となっており，その他に公民館の支館数などの基準を設定してい
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る。助成金を受け取るには，公民館事業，体育協会支部事業，環境整備事業の「助成金必

須事業」に取り組んでいる必要がある。2015 年度の自治振興区あたり同助成金の平均額は

948 千円である。助成額が最も多い自治振興区は 1,555 千円，最も少ない自治振興区は 603
千円である。また助成金は基本割による配分が大きいため，1 人あたり助成金は人口が少な

い自治振興区ほど高めとなる傾向がある。 
自治振興区独自事業補助金は，自治振興区が様々な取組や活動を実施するための補助金

である。予算（2015 年度）は 11,200 千円で，1 自治振興区最大 400 千円の定額補助がある。

地域振興計画策定，地域活性化事業等，幅広い活動を交付対象とし，最長 5 年間積立て可

能としている。なお 2015 年度は全自治振興区が上限額の交付を受けた。 
 

第２－３表 山都町による自治振興区支援施策 

平均 最大 最小

自治振興区助成金 26,523 948 1,555 603
基本割290千円，世帯割400円/世帯の
他，公民館支所数等の複数の基準を設
定し，各自治振興区への支給額を決定

自治振興区
独自事業補助金

11,200 400 400 400
自治振興区が行う様々な取組や活動に
対して１自治振興区最大400千円の定額
補助

まちづくり
事業補助金

2,000 n.a. n.a. n.a.
まちづくりや研修などの費用として，
自治振興区以外でも利用できる

内　容名　称

１自治振興区あたり
支給額（千円）2015年度

予算額（千円）

 

資料：山都町作成資料より筆者作成． 

 

（ⅱ） 人的支援 

山都町では自治振興区と町との連絡業務や，地域づくり等の取組に必要な事務的サポー

ト等を目的として，「地域班」と呼ばれる町役場職員を各自治振興区に数名ずつ配置してい

る。主に該当の自治振興区の出身者の町職員が地域班に任じられており，彼らは役場の通

常業務に加え，地域班の活動もこなしている。 
地域おこし協力隊は，地域班が配置されていない菅

すげ

自治振興区に 2 名配置している。ま

た集落支援員制度も導入しており，結婚相談や空き家調査などを行っている。この他，町

と自治振興区が直接コミュニケーションする機会として座談会（「やまトーク」）を開催し

ている（5）。 
 
２） 県事業の導入状況 

第 1 章で説明した熊本県の「里モン」の町内での採択数は，2015 年 13 件，2014 年 18
件，2013 年 7 件となっている。また夢チャレの採択数は，2014 年 3 件，2013 年 2 件，2011
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年３件となっている。里モンは主に自治振興区の地域づくりの取組に利用されており，自

治振興区という新たな広域地域組織＝地域づくり事業の新たな受け皿組織を組織化したこ

とによって，新たな取組が可能になった点を評価できる。さらに里モンから夢チャレへの

ステップアップの事例（島木自治振興会の竹資源利活用の取組）もあるなど，自治振興区

の取組には発展もみられている。 
 

（６） 調査対象とした５自治振興区について 

 
現地調査は，熊本県と山都町の協力と助言を受け，里モンなどの熊本県や国の補助事業

も活用するなどして一定の成果をあげている 5 自治振興区を対象とした。 
 

第２－４表 調査対象とした自治振興区の概要 

御岳 菅 島木 東竹原 大野

人口（人） 968 202 361 431 421

75歳以上人口（人） 237 85 101 127 114

75歳以上人口割合（％） 24.5 42.1 28.0 29.5 27.1

世帯数（世帯） 354 90 136 171 199

総面積（㎢） 20.6 13.9 14.7 19.4 12.1

総農家戸数（戸） 198 69 120 77 62

経営耕地面積(ha) 306 70.0 146.0 267.0 216

農家１戸あたり面積（ha） 1.55 1.01 1.22 3.47 3.48

水田率（％） 56.5 82.9 45.0 18.4 40.3

13 4 11 4 7

1,176 697 857 799 858

・長期ﾋﾞｼﾞｮﾝ
の策定に基づ
く，複数行事
の集約化
・竹灯りまつ
りの開催

・棚田と茶園
のｵｰﾅｰ制度
・里山ﾚｽﾄﾗﾝ
・農家カフェ
運営
・農業体験・
食育

・農協空き店
舗の活用によ
る住民生活店
舗の運営
・竹資源利活
用

長期ﾋﾞｼﾞｮﾝの
策定に基づ
く，ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
の実行

・廃校を拠点
とする地域活
動の実践。"
食の文化祭"
の開催

自治振興区

公民館分館数

2015年度自治振興区
助成金（千円）

主な取組み

 
資料：山都町資料，2010 年農業センサスより筆者作成． 

 
調査対象とした各自治振興区の人口は，1 自治振興区（御岳地区）だけ全自治振興区の平

均値を上回っているが，残り 4 自治振興区はすべて平均値以下の比較的小規模な自治振興

区である。また 75 歳以上人口の割合は，5 自治振興区の中では人口が最も多い 1 自治振興

区（御岳地区）だけ平均値よりもやや低いが，その他の 4 自治振興区はすべて平均値より

も高い。御岳地区は農山村地帯にはあるが，それでも他の 4 自治振興区より町の中心部に
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年３件となっている。里モンは主に自治振興区の地域づくりの取組に利用されており，自
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資料：山都町資料，2010 年農業センサスより筆者作成． 

 
調査対象とした各自治振興区の人口は，1 自治振興区（御岳地区）だけ全自治振興区の平

均値を上回っているが，残り 4 自治振興区はすべて平均値以下の比較的小規模な自治振興

区である。また 75 歳以上人口の割合は，5 自治振興区の中では人口が最も多い 1 自治振興

区（御岳地区）だけ平均値よりもやや低いが，その他の 4 自治振興区はすべて平均値より

も高い。御岳地区は農山村地帯にはあるが，それでも他の 4 自治振興区より町の中心部に
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年３件となっている。里モンは主に自治振興区の地域づくりの取組に利用されており，自

治振興区という新たな広域地域組織＝地域づくり事業の新たな受け皿組織を組織化したこ

とによって，新たな取組が可能になった点を評価できる。さらに里モンから夢チャレへの

ステップアップの事例（島木自治振興会の竹資源利活用の取組）もあるなど，自治振興区

の取組には発展もみられている。 
 

（６） 調査対象とした５自治振興区について 

 
現地調査は，熊本県と山都町の協力と助言を受け，里モンなどの熊本県や国の補助事業

も活用するなどして一定の成果をあげている 5 自治振興区を対象とした。 
 

第２－４表 調査対象とした自治振興区の概要 

御岳 菅 島木 東竹原 大野

人口（人） 968 202 361 431 421

75歳以上人口（人） 237 85 101 127 114

75歳以上人口割合（％） 24.5 42.1 28.0 29.5 27.1

世帯数（世帯） 354 90 136 171 199

総面積（㎢） 20.6 13.9 14.7 19.4 12.1

総農家戸数（戸） 198 69 120 77 62

経営耕地面積(ha) 306 70.0 146.0 267.0 216

農家１戸あたり面積（ha） 1.55 1.01 1.22 3.47 3.48

水田率（％） 56.5 82.9 45.0 18.4 40.3

13 4 11 4 7

1,176 697 857 799 858
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公民館分館数

2015年度自治振興区
助成金（千円）

主な取組み

 
資料：山都町資料，2010 年農業センサスより筆者作成． 

 
調査対象とした各自治振興区の人口は，1 自治振興区（御岳地区）だけ全自治振興区の平

均値を上回っているが，残り 4 自治振興区はすべて平均値以下の比較的小規模な自治振興

区である。また 75 歳以上人口の割合は，5 自治振興区の中では人口が最も多い 1 自治振興

区（御岳地区）だけ平均値よりもやや低いが，その他の 4 自治振興区はすべて平均値より

も高い。御岳地区は農山村地帯にはあるが，それでも他の 4 自治振興区より町の中心部に

み たけ ひがしたけばるすげ
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近く，生活条件面などで比較的有利な面が多い。そのため他地区に比べると人口が多く，

高齢化もゆるやかであると推察される。逆に，他の 4 自治振興区は町の中心部から離れて

おり，全体的にみて人口規模が小さく，高齢化率もやや高めな地域である。 
地域農業面では，旧矢部町の 3 自治振興区は御岳と菅の両地区では水田率が特に高く，3

自治振興区の 1 農家あたり経営耕地面積はいずれも小さい。他方，旧蘇陽町の 2 自治振興

区の 1 農家あたり経営耕地面積は旧矢部町の 3 自治振興区よりもかなり大きい。旧蘇陽町

では野菜や果樹が盛んであり，東竹原自治振興区の水田率は特に低い。大野地区の水田率

もやや低めである。 
（福田竜一） 

 
２. 御岳振興会（御岳自治振興区） 

 

（１） 地区概要 

 

御岳地区は，2015 年 4 月時点の人口は 968 人，うち 75 歳以上人口が 237 人（75 歳以上

人口率 24.5％），世帯数 354 である。分館（公民館支館）は 13 館である。御岳地区は明治

時代に成立した合併旧村とほぼ一致しており，地区には 1874 年に開校した小学校があり，

御岳振興会の規約には，その区域が「小学校の学校区の区域とする」と明記されている。

御岳地区に属する行政区は 12 で，各行政区の人口は 70~190 人である。御岳地区は，町の

中心地に近いこともあり，山都町内では比較的居住条件等の良い地域である。 
2010 年農業センサスでは，経営耕地面積は 306ha（水田率 56.5％），総農家戸数 198 戸

（うち販売農家 169 戸）である。各行政区の農家総数は 10～20 戸である。自治振興区内に

は集落営農組織は未だ無いが，各行政区を範囲とする機械利用組合がある他，現時点で設

立検討中の集落が 1 つある。人・農地プランは 2 集落で作成済みである。中山間地域等直

払いは各行政区が実施している。多面的機能支払いの協議会は自治振興区で 1 本化はされ

ていないが，自治振興区と連携はしている。地区には有機農業に取り組む若手農業者も数

名いる。また近年は鳥獣害が地区に広がりつつある。 
 

（２） 組織体制 

 
自治振興区としての意思決定を行う主な会議には総会，総務会，区長会，部会長会，役

員会がある。このうち，総会は会員＝住民全員が参加する。総務会のメンバーは会長（専

任）1，副会長（区長会互選 1，選任 2〈うち 1 人は女性優先〉），書記（会長指名）1，会計

（会長指名）1，顧問 1 名（会長指名）である。自治振興区の理事は 20 名以内（12 区長と

9 部会長），監事 2 名となっている。各活動を担う部会長会は各部会長で構成されており，

必要に応じて会長が招集する。自治振興区の活動を担う部会は，公民館部会，産業振興部，

体育部会，環境部会，女性部，子供部会，福祉部会（福祉協議会），老人部会，広報部会が
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ある。人員は各行政区から互選で選ぶ場合が多い。地域づくりを担う産業振興部は，地域

班である町職員 1 名が住民の協力を得ながら，活動している。 
 

（３） 活動状況 

 

１） ワークショップの開催 

御岳地区は町の中心地に近く，町内では比較的条件の良い場所だが，小学校の児童数の

減少傾向が続いているという危機感もあった。他方，自治振興区の活動はすでに 5 年以上

続けてきたが，自治振興区の意義などが必ずしも住民に浸透していたとはいえなかった。

また 12 集落には意見の違いもあり，必ずしもまとまっていなかった。 
こうした課題を克服するため，御岳地区では農山漁村の夢プラン作成支援事業（集落ビ

ジョン作成）により，コンサルタント会社の協力を得て，2013 年度にワーキングチーム

（WT）を結成し，2 年間をかけて「御岳地区むらづくりプラン」を策定した。WT は各集

落から 1 名，計 12 名（6）を選出し，この他にオブザーバー（コンサル会社 1 名，熊本県む

らづくり課主幹１名）の合計 14 名で構成されていた。WT は住民の意向に基づいたアクシ

ョンプランの策定と，地区のキャッチフレーズの策定を目指した。 
2013 年度は WT 会議 5 回，住民ワークショップ 2 回，住民アンケート（7），むらづくり

事例研修をそれぞれ実施し，住民意向の把握や自治振興区による今後の活動について 3 つ

の基本方向の検討がなされた。 
2014 年度は基本方向の具体的検討，集落レベルでの課題の検討，事業の提案・取りまと

めがなされた。2014 年度は WT 会議 9 回，集落座談会 4 回（8），ヒアリング 1 回（12 区の

区役等の状況調査）が開催・実施された。 
こうして 2 年間の WT の活動の結果，御岳地区のキャッチフレーズが決定されるととも

に，3 つの基本方向，①文化・コミュニティの維持，②産業・雇用の創出，③景観・環境の

保全，を打ち出した。またアクションプランも策定され，①ふれあい交流の実施（集落の

行事等の把握と効率化，みんなが集える「場」づくり，御岳地区の宝物の再発見），②農業

の振興（こだわり農業の推進，イノシシ・シカの被害対策の推進，集落の営農を支える組

織づくり），③移住・定住の促進（移住・定住の環境づくり，暮らしの情報収集と発信）も

定められた。これら事業は，自治区執行部が産業振興部会などを通じて，住民，各部会，

団体組織等に依頼して実施されることになっている。 
 

２） 主な活動状況 

公民館活動などの自治振興区としての経常的な取組以外の活動として，御岳振興会では，

むらづくりプラン策定の以前から，有志 10 名で実行委員会を立ち上げて，大晦日の夜に地

区内の神社で行う，イベント「竹灯り祭り」を 2012 年に開始しており，地区の内外から多

くの観光客などを集めている。 
また，むらづくりプランに基づいて，地区運動会の「復活」と各種の地区の重複した行
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事（福祉祭り，夏祭り，農協祭り）の集約化を目指し，2015 年に初めて御岳地区が全体と

して 1 つの祭りを開催するに至った。この祭りでは小学校の発表会，芸能大会の他，各集

落が出店して漬物や米の味比べを行うなど成功を収めた。この祭りの成功によって，プラ

ンの策定を通じ，地区が一丸となって活動する意義やその実力を住民が実感し，共有でき

たと考えられる。 
 

（４） 予算・導入事業等 

 

自治振興区の予算は，総収入が約 4,000 千円，うち会費収入と町からの交付金がそれぞ

れ1,200千円程度であった。住民から徴収している会費は当初 500円だったが，その後3,000
円とし，さらに 4,500 円に改訂している。自治振興区の主な支出は，事業費 500 千円，体

育部会 604 千円，公民館部会 536 千円，役員報酬 240 千円，女性部 225 千円，老人部会 160
千円となっている。御岳振興会では 2014 年度と 2015 年度に里モンを利用して，竹灯り祭

りと御岳地区全体の祭り他を実施した。 
 

（５） 今後の課題 

 

アクションプランでは，各事業や取組の実行について優先順位がつけられた。これは実

現可能性の高い取組から開始することで，徐々に取組の幅を拡げていく戦略である。アク

ションプランでは，農業振興と移住・定住の促進は，長期的課題として取り組む課題に位

置付けており，具体的な取組方針（「誰が」，「どうやって」，「いつまでに」等）を明記する

には至っていない。農業振興や移住・定住の取組の成否は，地区の持続的な発展や将来性

に重要な意味を持ちうるのは明らかである。そのような重要な課題への対応を今後どのよ

うに進めるのかを具体化させていくことが，御岳振興会の今後の課題である。 
（福田竜一） 

 

３.  菅地域振興会（菅自治振興区） 

 

（１） 地区概要 

 

菅地区は，2015 年 4 月現在の人口が 202 人，総世帯数 90 世帯，分館（公民館支館）4
館，75 歳以上人口 85 人（75 歳以上人口率 42.1％）となっている。菅地区は江戸時代に成

立した藩政村を範域とする。地区の小学校は 2000 年に統廃合されている。行政区は分館数

と同じ 4 区で，農業センサス統計における農業集落と一致する。ただし，小集落のいくつ

かは 20 年程度前に消滅した。草刈りや水路，神社の清掃は各集落が行っている。農協支所

や生活店舗等は地区内には特に無いが，1999 年に大橋が開通すると，車を使えば 15 分程

度で山都町の中心地に移動が可能となり，買い物や通院などが気軽にできるようになった。
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なお 2010 年農業センサスによれば，菅地区の経営耕地面積は 70ha（水田率 82.9％），総農

家戸数は 69 戸（うち販売農家 51 戸）となっている。 
 

（２） 組織・人員体制 

 

菅地域振興会には 11 部会があり，それぞれが地域活動を行っている。そのうち総務部会

では，役員会・運営委員会を月 1 回程度実施している。役員会は 4 区長が参加しており，

各集落の意向や連絡調整の役割がある。 
菅地域振興会の役員は会長 1，副会長 2（うち区長 1），事務局 3，区長 3，監事 2，顧問

2，オーナー制度事務局 2，土地改良区 1 となっている。各部会には部会長を置いており，

すべての部会には各地区から 1～3 人が部会メンバーに選出されている。なお菅地区には町

役場職員による「地域班」がいないため，その代替措置として地域おこし協力隊員 2 名が

配置されている。 
 

（３）主な活動 

 

 １） 棚田・茶園オーナー制度 

棚田オーナー制度は，1994 年に高知県梼原町のオーナー田の視察を契機に 1996 年に開

始した。棚田オーナー制度を開始するにあたり，1995 年に地域づくり実行委員会（現・地

域づくり部会）を設立した。その仕組みは，特定農地貸付法に基づき山都町が地主から棚

田を借り受け，町がオーナーに棚田を貸出ししている。町は借受けた棚田の管理協定を自

治振興区と締結している。 
オーナー棚田の総面積は 32a，オーナーは現在 14 組で，熊本市内在住者が大半だが，中

には東京在住者もいる。オーナーの負担額は 100 ㎡あたり 35 千円に設定している。活動は

４~12 月に月 1~2 回程度の会議やイベント（収穫祭，酒づくり，餅つき）を実施している。

2014 年度の予算は総額約 500 千円で，会費が収入の大半である。主な支出は，管理費 170
千円，借上費（地代）75 千円，資材費 70 千円，機械費 50 千円となっている。 

茶園オーナー制度は 2005 年度から開始した。オーナーは現在 10 組である。オーナーの

負担額は 100 ㎡あたり 22 千円である。オーナー茶園の総面積は 14a である。2014 年度予

算は約 425 千円で，うち会費が約 308 千円，繰越金 117 千円となっている。主な支出は資

材費（肥料，茶加工料など）120 千円，借上料（地代）80 千円等となっている。 
 

 ２） その他の活動 

地域づくり部会では「棚田ふれあい探訪ツアー」を実施しており，毎年 40 名程度の参加

者を受入れ，稲刈りや掛け干しの収穫体験や郷土料理づくり体験等を実施している。また

自治振興区では広報誌を 1996 年より月 1 回のペースで刊行しており，自治振興区の活動に

対する住民理解に貢献している。 
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1999 年の大橋の開通に合わせて町が建設した「交流館」の管理運営を菅地域振興会が受

託し，菅地域振興会では交流館使用料を町に支払っている。交流館設置当初は，菅地区を

含む旧合併村の女性グループが野菜や農産加工品等を直売していた。しかしメンバーの高

齢化や来館者数減少で，2014 年 6 月には一時閉館を余儀なくされた。 
その後，2015 年春に有志農家と地域おこし協力隊の尽力で交流館は再オープンを果たし

た。新たに地域おこし協力隊の隊員の運営によるカフェを設置し，地元農産物を使った食

事等も提供している。 
 
 ３） 予算 

菅地域振興会の 2014 年度の予算は，収入が約 2,000 千円で，会費が約 220 千円，繰越金

が約 680 千円，町の助成金が約 1,100 千円となっている。自治振興区では 3 千円／世帯の

年会費を徴収しており，会費を納めているのは 74 世帯である。主な支出は各行政区に配分

する地域づくり部会費が約 600 千円，総務部会費が約 250 千円，事務費が約 200 千円など

となっている。各部には活動費を配分しており，収支を部ごとに独立計算している。余剰

がでた場合，自治振興区に返納し，次期繰越金に充てられる。 
 

（４） 農家によるビジネス協議会の取組 

 

 １） ビジネス協議会開始のきっかけ 

自治振興区の取組とは別に，菅地区では農家によるビジネス協議会の取組が成果をあげ

ている。この農家協議会は，20 年来の棚田オーナーで熊本市内に在住する者が中心となっ

て，菅地区の農家数戸で開始した。ビジネス協議会の主な目的は，農家が活動主体となっ

て地域を活性化させる取組を実践することであった。 
 

 ２） 農村カフェとレストランの取組 

2010 年にビジネス協議会が開始したカフェの取組は地区外からの客をターゲットに，お

茶とお茶請けで「おもてなし」をしている。取組開始当初は毎週土曜日に農家７戸が一斉

にカフェをオープンさせた。しかし開始直後から，カフェは地区内の立地場所に偏りが生

じ，また農家の作業負担が大きいといった課題も生じた。また，お茶だけでなく食事もし

たいという客の要望もあった。そこで新たに保健所の許可を得て，旧小学校の給食室を利

用して，地域料理をアレンジしてお弁当を製造し，農家の庭先に配達する取組を翌 2011 年

に開始した。この取組は，菅地区を「野外レストラン」に見立て，客は農家の方と談笑し

ながら，農家の庭先などでお弁当による食事を楽しむことができる。 
これらの取組は，開始当初にテレビなどのメディアで取上げられたこともあり，多くの

来訪客があった。その後も，リピーターがいるため，年間来客者数は 1,300~1,800 人程度

を維持している（9）。本取組では，夢チャレ（2011 年度）を利用し，事業費は 2,385 千円（全

額補助）であった。 
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 ３） 食育の取組 

ビジネス協議会では，里モン（2014 年度）を利用して食育活動も実験的に開始している。

取組では，都市部の親子をターゲットにして，彼らを地区に招き，畑で野菜を栽培，収穫，

料理している。東京から高校生の団体が 50 名で参加するなど，今後持続可能な事業化も実

現できる見込みとのことであった。 
 

（５） 今後の課題 

 

人口減少と高齢化で自治振興区の取組の継続は年々厳しくなっている。そのため棚田オ

ーナーや外部人材による地域支援活動，あるいは新規就農者等の移住者の呼び込みが大き

な課題である。その取組として，現在，地区内の空き家を「ゲストハウス」として利用す

ることも検討しているところである。 
他方，菅自治振興区の 4 行政区では人口減少が進みつつも，なお個別に集落活動を続け

ており，自治振興区として 1 本化する機運は現時点では無いとのことである。しかしさら

に人口減少が進むと予見されることから，行政区と自治振興区との役割分担を将来的にど

うしていくかを検討することも課題となろう。 
（福田竜一） 

 
４．島木自治振興会（島木自治振興区）の概要と活動状況 

 
（１） 地区の概況 

 
島木地区は山都町の西側に位置する，人口 361 人，世帯数 136 戸の地域である。74 歳以

上の人口が 28.0％を占めている。同地区は，3 つの行政区（2 区，3 区，4 区）と 14 の組

から構成される。現在，地区内に小学校は存在しない。 
 

（２） 自治振興会の組織構成 

 
 島木自治振興会（以下，自治振興会とする）の組織構成は第 2－2 図の通りである。まず

役員は，会長，副会長，部長，事務局長，書記，会計，監事が置かれている。このうち会

長の任期は 2 年で，各行政区長と組長が参加する総会で互選される。このうち区長は組長

のなかで互選され，3 名全員が自治振興会の副会長を兼務することになっている。一方，組

長の選出方法は集落ごとに異なっているが，多くの集落では年齢や仕事の状況等によって

決められる。会費は 1 世帯あたり 2,500 円で，区ごとに徴収される。 
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第 2-2 図 島木自治振興会組織図（2015 年度） 

資料：島木自治振興会資料． 

 
 現在，自治振興会では「総務部」，「広報担当」，「公民館部」，「長寿会部」，「ひまわり会

部」，「女性部」，「子供会部」，「体育部」，「環境整備部」，「健康福祉部」，「産業振興部」，「防

災部」の 12 の部会が配置されている。このうち「ひまわり会部」と「防災部」は，自治振

興会発足後に新設された。 
 

（３） 特徴的な取組 

 
 島木自治振興会での特徴的な取組をあげると，第 1 に，「環境整備部」では熊本県の「里

モン」を活用して，フットパスの整備を行っている。 
第 2 に，産業振興部の事業として「島木のおみせ」を運営している。「島木のおみせ」は，

農協の事業所撤退をきっかけとして，2010 年に地区の住民全戸が 5,000 円ずつ出資して開

業された。自治振興会が農協から店舗を借り受け，灯油やガソリン等の燃料のほか，食料

品や日用品等を販売している。店舗運営のため，現在 3 名のパート従業員が雇用されてい

る。売り上げの 6～7 割は燃料によって占められている。島木のおみせは地区内で生活物資

を販売する唯一の店舗であるが，経営状況は必ずしも芳しくなく，近年は累積赤字が重な

りつつある。自治振興会では島木のおみせを地区で生活を続けるための「最低限のライフ

ライン」と認識している。「閉鎖したら次は絶対に立ち上がらない」という強い危機感があ

り，公的助成の活用等も含め，なんとか維持できる方法を模索している状況である。 
第 3 に，竹資源の活用に関する取組をあげることができる。島木地区では，雇用創出や

高齢者の生きがいづくり等を目的として，竹の伐採，竹粉の製造および利用に関する取組

が実施されている。実施主体は，自治振興会とは別に発足した「竹資源協議会」で，その
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が実施されている。実施主体は，自治振興会とは別に発足した「竹資源協議会」で，その

－51－



- 49 - 
 

会長を務めているのは地区出身の大学研究者である。現在，専従職員 2 名のほか，パート

従業員 2 名を雇用し，地域住民 3 名程から協力を得ながら運営している。竹粉は毎月 5 ト

ン程製造され，魚のえさや土壌改良剤として利用される。竹粉の使用者は山都町全域にお

よんでいる。その際，使用者への情報伝達は，各地区の代表者（1 名）を通して行われる。

竹資源協議会では，事業を実施するにあたりこれまで様々な補助事業を活用してきた。ま

ず，2012 年には農水省の「緑と水の環境技術革命」を活用し，廃園した保育園内に竹粉を

製造する機械を設置した。また，竹林の整備等には県の「里モン」や農水省の「山村活性

化支援交付金」が利用されている（10）。最近では，タケノコの生産量が増加し，東京の学校

給食へ出荷する等の新たな動きも出てきた。これは竹林整備による副次的な効果といえる。

今後は，大学や県の試験場等と連携し，竹粉の土壌改良剤としての効果を科学的に証明す

ること，さらにそれを農家へ販売し，農家が竹粉を使った農産物を販売することで，月 20
～30 千円の追加所得の確保につなげたいと考えている。 
 

（４） 自治振興会と集落との関係 

  
次に，自治振興会と集落（行政区）との関係を整理する。島木地区では，自治振興会の

設立以前から 3 集落の区長が集まって「区長連絡協議会」が開催されており，自治振興会

設立における障壁はそれほど高くはなかった。そうしたなか，最も頭を悩ませたのは，既

存の組織を新たな自治振興会のなかにどのように位置づけるかということであった。 
自治振興会の設立後には，フットパスの整備のような環境整備にかかわる取組の多くは

島木地区全体で実施されるようになった。一方で，同地区では，現在も簡易水道やその他

用水，町道や県道，農道等の管理作業については，依然として各集落もしくはその下部組

織である区単位で実施されている。集落と区のどちらの単位で実施されるかは，必要な作

業量と人員によって決められる（11）。冠婚葬祭も同様に，基本的には集落単位で実施されて

いる。高齢化が進む同地区において，このような集落単位での共同作業が継続されている

背景には，「自分たちの集落のことは自分たちでやろう」という住民の集落に対する責任の

意識がある。そうした意識は，熊本市等で生活する子ども（他出子）に対しても向けられ，

集落で共同作業が実施される際には，他出子に対して「よそ様に迷惑をかけられないから，

必ず戻ってこい」と協力を要請する。これは，他出子を呼び寄せてでも集落でできること

はやっていこうという意識の現れといえる。 
 

（５） 住民参加における課題 

 
自治振興会と住民との関係という観点では，女性の参加促進が課題として認識されてい

る。同地区では，住民の多くが部会活動等を通して自治振興会の活動になんらかの形で関

与している。しかし，例えば若い世代の女性等，一部の階層で参加が限られている現状が

ある（12）。もともと同地区では，村の意思決定の場に女性が参加することはほとんどなかっ
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た。村の会議は明治時代から男性のみで運営され，現在も女性の区長や組長はみられない。

こうした状況下において自治振興会では，3 つの部会（「ひまわり会部」，「女性部」，「子供

会部」）に女性部会長を据え，また，自治振興会でイベントを実施する際には集落ごとに女

性に対して参加を要請すること等によって，活動や意思決定の場に女性の参画を促すよう

努めている。 
（佐藤真弓） 

 
５．東竹原自治振興区の取組 

 
（１） 地区の概況 

 
東竹原地区は，旧蘇陽町の北東部に位置し高森町に隣接している。農林統計に用いる地

域区分では山間農業地域に該当し，居住地の標高は 700m 程度と高い。山都町役場（本所）

までは車で 30～40 分程度かかる縁辺の地区であるが，高千穂（宮崎県）と阿蘇の経路上に

あることから，神楽等の文化や生活面では古くから両地域との繋がりが深い。 
同地区には「TT」，「TH」，「HT」，「YN」の 4 つの行政区があり，これらはすべて農業セ

ンサスの農業集落と一致する。2014 年での地区全体の世帯数は 174 世帯，人口は 434 人で

あるが，このうち 178 人は 65 歳以上の高齢者であり（高齢化率 41.0％），14 歳以下の子供

は僅か 36 人（年少人口率 8.3％）に過ぎない。 
集落（行政区）別の世帯数および人口をみると（第 2－5 表），最も世帯数の多い TT 集落

でも 53 世帯，132 人と比較的小規模であり，最も小さい TH 集落では 33 世帯，83 人とな

っている。また，全集落で人口の減少が続いており，2009 年からの 5 年間に TT 集落で 21
人（人口減少率 13.7％）， HT 集落で 12 人（同 10.1％）等の減少となっている。高齢化率

は，HT集落が49.5%と最も高く，YN集落でも40%を超えている。TT集落が最も低く34.8％
である。 

 
第 2-5 表  東竹原地区の世帯数・人口 

（単位：戸，人，％）

0～14歳
（年少人口）

15～64歳
(生産年齢人口)

65歳以上
(老年人口)

人   口

増減率

年   少

人 口

生産年
齢人口

老  年

人  口

TT 53 132 14 72 46 ▲ 21 ▲ 13.7 10.6 54.5 34.8
TH 33 83 8 43 32 ▲ 7 ▲ 7.8 9.6 51.8 38.6
HT 45 107 6 48 53 ▲ 12 ▲ 10.1 5.6 44.9 49.5
YN 43 112 8 57 47 ▲ 6 ▲ 5.1 7.1 50.9 42.0
計 174 434 36 220 178 ▲ 46 ▲ 9.6 8.3 50.7 41.0

集　落
(行政区)

世帯数
（2014年)

人　口
（2014年)

2009年か

らの人口

増 減 数

人口比率（2014年）

 
資料：山都町東竹原地区のアクションプラン策定業務報告書（平成 27 年度「農山漁村夢プラン」作成支援事業）． 
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次に，東竹原地区の農業構造をみると，（第2－6表），地区内に農家は77戸（農家率44.3％）

あるが，このうち販売農家は 52 戸であり，自給的農家が 25 戸存在する。また，土地持ち

非農家も 44 戸と多く，農地を所有している世帯（計 121 戸）のうち，土地持ち非農家が

36.3％，自給的農家が 20.7％を占め，販売農家として農業生産に取り組む農家は農地所有

世帯の半数にも満たない。この他，YN 集落に 3 つの牧草地経営体が存在する（2010 年農

林業センサス，以下も同じ）。 
地区内の総耕地面積（集落調査による属地面積）は267haであり，その内訳は，田が49ha，

畑が 198ha，樹園地が 20ha である。畑面積が 7 割以上を占め，水田率は 18.4％と低い。 
 

第 2-6 表  東竹原地区の農業構造 

（単位：戸，経営体，ha，％）

計 田 畑 樹園地

TT 16 10 6 23 - 84 19 58 7 22.6 15
TH 17 10 7 6 - 45 3 37 5 6.7 8
HT 24 17 7 11 - 53 15 35 3 28.3 12
YN 20 15 5 4 3 85 12 68 5 14.1 8
計 77 52 25 44 3 267 49 198 20 18.4 43

自給的

農　家

耕　地　面　積
（集落調査属地面積） 水田率

集　落
(行政区)

総　農
家　数

牧草地
経営体

土地持ち

非 農 家
販　売

農　家

耕作放棄

地 面 積
(属人面積)

 
資料：2010 年農林業センサス． 
 
また，耕作放棄地（農業経営体調査による属人面積）が 43ha あり，HT 集落で同面積割

合が高い。なお，農作物は，大根，キャベツを中心に，水稲，とうもろこし，ブルーベリ

ー，栗，椎茸等多くの作物が栽培されている。中山間地域等直接支払制度に基づく集落協

定は HT 集落でのみ結ばれており（田の急傾斜地のみを対象とした協定面積 1ha，参加者 3
名の小さな協定），他の集落では取り組まれていない。集落営農組織はどの集落にも設立さ

れていない。 
さらに，生活環境面では，僻地診療所と老人憩いの家が TH 集落にあり，前者は毎週 1

回医師が常駐する体制がとられ，後者は地区での話し合いの場としても活用されている。

各集落での寄り合いは，集落ごとに設置されている集会所（公民館の分館）で行われてい

る。また，地区の小学校は既に廃校となっており，旧校舎を含む小学校跡地は各種イベン

トを行う際に利用されている。現在，TH 集落の遺跡から出土した多くの土器等が，この旧

校舎の一部に保管・展示されている。 
その他，同地区には有形・無形の多くの文化資源があり，神楽（TT 神社神楽，TH 神社

神楽），御田植え祭，どんどや等の芸能や伝統行事が継承されている。また，地区では約 2ha
の学校林を所有しており，間伐材等の販売収入や助成金が地区の活動に使われている。 
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（２） 自治振興区の活動状況 

  

１） 設立経緯と組織体制 

2005 年 2 月の 3 町村合併（矢部町，清和村，蘇陽町）後，新しくなった町（現山都町）

の指導によって，2006 年 4 月に「東竹原自治振興区」が設立された。この自治振興区は，

旧東竹原小学校区に居住する住民（TT，TH，HT，YN の 4 つの集落）で組織され，事務

局は HT 集落にある老人憩いの家に置かれている。設立の目的は，①地区内に居住する住

民の生活，環境，教育，福祉，健康増進と産業の振興を促し，地域の特性を活かした個性

的な地域づくりを推進するとこと，②住民自ら考え行動する住民自治を行うことの 2 つで

ある。 
 自治振興区の組織体制は，会長 1 名，副会長 3 名，書記 1 名，会計 1 名，監事 2 名，部

会長 8 名からなる役員会と 8 つの専門部会によって構成されている（第 2－3 図）。会長お

よび副会長は，各集落の区長が務め，4 人の区長の互選で会長を選出し，総会で承認を得る

方式をとっている。  
 

・住民の生活，環境，教育，福祉，健康増進と産業の振興

・地域の特性を活かした個性的な地域づくりの推進

・住民自ら考え行動する住民自治の実施

役   員   会

会　 長　  1名 ・事業計画作成，予算・決算

副会長　　3名 ・各部や関係機関等との連絡調整

書   記　　1名 ・公民館の維持・管理，運営

会 　計　　1名 ・地域内の防災・防犯・交通安全

監   事 　 2名 ・自主防災組織の活動

部会長　　8名 ・健康むら長に関する業務

・住民の健康増進，保健予防活動

高齢者部会 ・敬老会の運営

・生活改善に関する活動

・女性グループの育成

・青少年の健全育成，異世代交流活動

・文化財保護・文化活動

・体育・レクリェーションに関する業務

・スポーツクラブの育成

・農林業，商工業の振興

・簡易な道路補修，不法投棄の防止対策

地域づくり部会 ・地域づくりに関する業務

部　　　　　　会

東 竹 原 自 治 振 興 区

総務防災部会

健 康 部 会

女 性 部 会

児童・文化部会

体 育 部 会

産業環境部会

 
第 2-3 図 東竹原自治振興区の組織構成と事業内容 

資料：2014 年度の「東竹原自治振興区総会資料」に基づき筆者が作成． 
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専門部会は，「総務防災部会」，「健康部会」，「高齢者部会」，「女性部会」，「児童・文化部

会」，「体育部会」，「産業環境部会」，「地域づくり部会」があり，このうち，「地域づくり部

会」は，2015 年度から新設された部会である。各集落では，8 つの専門部会の委員をそれ

ぞれ 1 名ずつ選出しており，各専門部会の 4 名の集落委員の代表者が部会長として自治振

興区の役員になる仕組みである。役員の任期は 2 年であり，再選は可能である。 
 各部会での活動内容は，同図に示す通りであるが，農林業に関する活動は「産業環境部会」

が分担している。同部会では，簡易な道路の補修作業や不法投棄の見回り等の活動も担当

している 
 

 ２） 自治振興区の主な活動と財政状況 

自治振興区では，総会を年 1 回（4 月），役員会をほぼ月 1 回程度のペースで開催（2014
年度は計 9 回，2015 年度の事業計画では 13 回を予定）する他，必要に応じて専門部会を

開催している。主な活動状況を 2014 年度の事業報告（自治振興区総会資料）からみると，

御田植え祭（5 月），旧小学校跡地の草刈作業（7 月），敬老会（8 月），3 つの神社の秋季大

祭（9 月），町民体育祭（10 月），町縦断駅伝（11 月），どんどや（1 月）に加え，集落ビジ

ョンに関する会議（12 月，1 月），ワークショップ（2 月），講演会（3 月），視察研修（3
月）が計 6 回行われている。なお，HT 集落には中山間直接支払の集落協定（参加戸数 3 戸）

があり，農道や用排水路の維持・管理のための共同作業等が行われているが，自治振興区

との連携はない。 
次に，自治振興区の 2014 年度の収支決算状況をみると，収入総額は 1,786 千円であり，

その内訳は会費収入が 185 千円（1 世帯あたり 1 千円，固定分として 4 集落からそれぞれ

10 千円を徴収），町からの自治振興区助成金が 806 千円，独自事業への補助金が 400 千円，

敬老会からの寄付金が 134 千円，社会福祉協議会からの補助金が 118 千円，教育委員会か

らの助成金が 50 千円等となっている。収入総額に占める会費の割合は僅か 1 割程度に過ぎ

ず，町からの各種助成金や補助金に依存した財政となっている。 
一方，主な支出は，独自事業費の地区への配分が 400 千円（TH 集落 10 千円，HT 集落，

YN 集落各 15 千円），4 集落への地区助成費が 370 千円，女性部会費が 365 千円，総会や

どんとやの経費を含む総務防災部会費が 115 千円，動力高熱費（電気，水道，ガス，灯油

代）が 106 千円等である。役員報酬は正・副会長，書記，会計の 4 役に支払われているが，

全員分を合計しても年間僅か 40 千円であり，役員はボランティアに近い状況にある。これ

ら額を合計した 2014 年度の総支出額は 1,749 千円であり，総収入額から差し引いた 37 千

円が 2015 年度へ繰り越されている。 
この他，前述したように同地区は学校林を所有しており，特別会計を作っている。2014

年度の決算をみると，収入は前年度からの繰越金 1,426 千円に森林組合からの間伐助成金

と町からの公民館備品購入助成金（4 割補助）が加わり計 2,419 千円，支出は公民館の備品

購入等に 599 千円であり，1,819 千円が次年度への繰越金となっている。 
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 ３） 集落ビジョン作成に向けた活動状況 

東竹原自治振興区では，2014 年度に県の農山漁村の夢プラン作成支援事業（集落ビジョ

ン作成）に取り組んでいる。この事業における，活動経過は以下の通りである。 
まず，地域ビジョン策定プロジェクトチームを地元有志（各区長，健康福祉部長，老人

会長，民生児童委員，婦人部委員等）9 名と町役場職員（地域班）7 名で結成し，12 月に第

1 回プロジェクトチーム会合を開催した後，住民へのアンケート調査が実施された（調査票

配布数 175 枚，回収 79 枚，回収率 45.4％）。このアンケート調査結果を基に，1 月末に第

2 回プロジェクトチーム会合が開催され，2 月上旬に第 1 回の地区座談会（むらづくりワー

クショップ）を開催することが決定され，実行に移された。この座談会には，地区住民 27
名の参加があり，アンケート結果を基に東竹原地区の資源（宝物）やむらづくりについて

意見交換が行われた。この時併せて第 3 回のプロジェクトチーム会合が開催され，先進地

事例の研修について協議が行われている。 
その後，3 月上旬に第 2 回の地区座談会が開催され，23 名の参加でむらづくりの勉強会

（特産品開発・地域ブランドについての講演および先進地域での活動事例報告）が行われ

た。併せて開催された第 4 回のプロジェクトチーム会合では，「みさお大豆」の復活栽培に

ついて協議が行われている。みさお大豆とは，1921 年に高森町草
くさ

部
かべ

の農家の主婦が見つけ

た 1 本の苗を育成して増産された莢は小さいが多収の品種で，水田のすき込みや加工用と

して使用されてきたが，現在のニーズに合わなくなり栽培されなくなった大豆である。そ

して 3 月下旬には，先進地事例の現地研修（水俣市頭
かぐめ

石
いし

地区「まるごと生活博物館」）も行

われている。 
これら集落ビジョンの計画づくりと並行して，取組可能なことから活動を開始するため，

2015 年度に熊本県の「里モンプロジェクト」事業を導入して，①「みさお大豆」の復活栽

培，加工に向けた「みさお大豆プロジェクト」と，②都会から訪れた人が自然豊かな地区

内の散策を楽しむことができるよう周遊ルートを整備する事業の一環として「フットパス

看板づくり」の 2 つの取組が開始されている。みさお大豆については，県の農業研究セン

ターから譲り受けた 5kg の種豆を，現在 4 集落に分配して栽培してもらっている。また，

フットパスコースについては，6 つの候補コースを住民との協議を重ね選定したところであ

る。 
なお，自治振興区では，2014 年度に「集落ビジョン策定プロジェクトチーム」を主なメ

ンバーとする「地域づくり部会」を自治振興区の中に新設（正式な活動は 2015 年度から）

することにしており，これからは，この部会が中心となって，集落ビジョン案である①奥

阿蘇の伝統を伝える田植え祭や神楽の次世代への継承，②地域資源を活用した高齢者の生

きがいづくり，健康づくり，③みさお大豆を中心に据えた健康の産地づくり，③地元の伝

統食や伝統行事を活用した健康の交流づくりの実現に向けた取組を推進して行く予定であ

る。 
（橋詰 登） 
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６. 大野自治振興区 
 
（１） 地区概要 

 
大野自治振興区は，人口 421 人，世帯数 199，分館（公民館支館）7，75 歳以上人口 114

人（75 歳以上人口率 27.1％）となっている。大野地区は江戸時代に成立した藩政村（旧小

学校区）である。地区には大野小学校があったが，2012 年に統廃合で閉校した。しかし後

述するように，この小学校の閉校が住民の地区の将来に対する危機意識を高め，大野自治

振興区の活動が活発化したという経緯がある。 
自治振興区は山都町の成立に伴って設立した。大野地区は 7 集落からなるが，行政区は

自治振興区の設立後に同地区で 1 本化されており，行政区と自治振興区の範域は一致して

いる。しかし 1 本化後も各集落の活動は維持されており，総戸数が 8 戸程度の集落も公民

館の草刈りは集落で行っている。他方，大野地区全体の活動は，自治振興区設立以前はな

かったという。ただし，かつて運動会などの大野小学校の年中行事では大野地区のほぼ全

住民が参加するという地区としての「まとまり」があったともいう。 
2010 年農業センサスによれば，大野地区の経営耕地面積は約 216ha（水田率 40.5％，樹

園地率 25.5％）で，農家戸数は 62 戸（うち販売農家 51 戸）である。主要農産物は米，栗，

シイタケ，ブルーベリー，花卉などである。 
多面的機能支払交付金の活動組織は自治振興区とは別組織だが，同じ旧小学校区として

取り組んでいる。なお自治振興区が発足した当初，多面的機能支払の活動も自治振興区の

仕事にする案もあったが，自治振興区は発足直後でもあり，その事務処理能力等に不安視

する向きもあり，関係者の同意が得られなかったという。中山間地域等直接支払は，各集

落（13）で実施している。大野地区には集落営農組織はないが，機械の共同化を進めている集

落はある。 
 

（２）  組織体制 

 

自治振興区は，区長会を引き継いだ総務部と専門部があり，専門部には女性部，老人会，

環境整備部などがある（14）。役員は会長，副会長，書記，会計が設置されている。役員は地

区内の７集落の代表者から選出している。 
 

（３） 地域再生プロジェクトの取組 

 

１） プロジェクト開始のきっかけ 

大野自治振興区では，2013 年に開始した「地域再生プロジェクト」が現在も進行してい

る。本プロジェクト開始のきっかけとなったのは，住民の地域としての精神的な「まとま

り」を長年かけて形成してきた大野小学校の閉校であった。閉校によって地区の将来性に
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対する危機感が生じたと同時に，小学校の記念誌を編集する過程で，大野小学校の卒業生

である多くの住民が学校に対する深い思いを共有できていることに改めて気づかされたと

いう。そうした折に，2012 年度の補正予算で設定された総務省「過疎地域自立再生緊急対

策事業」に応募したところ，採択され，新たに地域再生プロジェクトを自治振興区の内部

に立ち上げるに至った。 
 
２） プロジェクトの構成 

このプロジェクトには大野地区の住民ら 20 人程度が参加している。メンバーは 7 集落の

代表者全員，各専門部会のメンバーが参加している。事務局は地域班２名が担当している。

本プロジェクトのリーダーである事務局長は大野地区の有機農家の住民（町役場元職員）

が現在務めている。実行組織には，「薪・炭づくり部会」，「加工部会（15）」，「米部会」，「地

域づくり部会（16）」がある。 
米部会では米の直販に向けて，必要な設備（17）や米の栽培基準，ブランドづくりなどを検

討している。薪・炭づくり部会では，炭窯を作成し，炭焼き生産に取り組んでいるところ

である。 
 
（４） 「食の文化祭」の取組 

 
１） 第 1回目開催まで 

地域再生プロジェクトでは，地域の良さを発見する（お宝探し）として，大野地区の各

家庭が普段食べている料理やおかずを持ち寄るイベント（食の文化祭）を小学校校舎で開

催することを決めた（18）。そこで，2013 年 4 月に大野地区全体に対する説明会を行い，6，
7 月に各集落で，総務省の事業と食の文化祭の開催について説明して回ったという。その過

程での住民らの反応は様々であり，中には厳しい意見もあったという。文化祭の開催に当

たっては，総務省事業で導入したコンサルタントの紹介で，専門家の講師を招いて勉強会

も開催した。 
そうした周到な準備を経て，第 1 回の食の文化祭は 2013 年 11 月に開催され，合計する

と 100 品程度のおかずなどの出品があった。第 1 回の食の文化祭では，大野地区の７集落

の「お宝探し」として，地域づくりアドバイザーと大学教員とその学生らとフィルドワー

クで各集落に入ってもらい，各集落の状況や地域の良さ，住民の誇りとしていること等の

発表会も催した。 
 

２） 第 2回目以後 

第 1 回の食の文化祭などプロジェクトは大きな成功を収めることができた。そこで総務

省事業の終了後，今後のプロジェクトによる活動に関するワークショップを開催した。食

の文化祭を続けるため，「里モン」と阿蘇地域振興デザインセンター（19）の事業にそれぞれ

応募したところ，いずれも採択されたため，第 2 回の食の文化祭の開催の目途がたった。
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さらに第 3 回は農水省「都市農村共生・対流総合対策交付金」に採択され，実施した（20）。 
食の文化祭は，積み重ねることによって，女性部のリサイクルバザー，老人会によるか

つて使っていた生活用具や農機具の展示，地元品の販売ブースなども新たに設けるなど，

さらに盛り上がるようになったという。料理やおかずの出品数も，第 2 回目は 80 品目，第

3 回目は 88 品目がそれぞれ出品された。第 2 回目は，出品料理の商品化，手作り味噌の商

品化，ブルーベリーの商品化，あるいは地元米のブランド化が実現できないか，専門家を

招いた勉強会も開催した。 
 
３） 食の文化祭の運営 

食の文化祭では，運営スタッフの大半がボランティアである。毎回の参加者数は約 300
人で，運営スタッフは 40~50 人位である。昼食時に販売しているお弁当券は 130~150 枚程

度売れるという。食の文化祭にかかる費用は総額で 500 千円程度である。料理の出品者に

対する謝礼は無いが，前出のお弁当券を無料で渡している。また食の文化祭で出店をした

者は，その売上 2 割を再生プロジェクトに手数料として納めている。 
 
４） 食の文化祭の成果 

食の文化祭への来場者は地域内の人が半分程度で，地区外は山都町内もしくは熊本市内

から来地区する者が大半である。食の文化祭の開催によって同じ地区内でも普段顔を合わ

せない人同士が，出品を通じてコミュニケーションができるようになるという効果があっ

たという。また，食の文化祭の成功に触発されて，新たに結成された地域づくり部会では，

「学び舎カフェ」と読んでいる小学校校舎を利用したコミュニティサロンの取組も新たに

始めた。 
 

（５） 今後の課題 

 

今後の課題は，第 1 に拠点施設である旧小学校校舎の今後の扱いが未決定な事である。

校舎は老朽化が進んでおり，自治振興区は今後も継続利用できるよう町と協議していると

のことであった。 
第 2 の課題は，自治振興区の活動の担い手確保である。食の文化祭の成功によって，有

志グループの新たな設立などの波及的な効果もあったが，住民全体が自治振興区の活動に

参画するには至っていないことである。地区には，高齢者でも未だ現役だという方も多く，

自治振興区の活動に時間を割けるだけの余裕のある人材が少ないという。今後は地域活動

にある程度専念できる人材の確保が課題であり，それは地域外部から得る必要があるかも

しれない。 
第 3 の課題は，自治振興区の活動に対する住民からの理解を深めることである。これま

で 3 回続けて開催してきた食の文化祭は，国や県などの補助事業による支援を受けており，

自治振興区が独力で開催するには至っていない。今後は，食の文化祭の成功をテコとして，
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自治振興区を核とした全住民が一体となって，将来を見据えた取組を実行することが課題

である。また現状では，本地区は自治振興区として住民から会費を徴収していないが，自

治振興区としての活動が地域により深く根ざしていく過程において，その活動を支えるた

めの住民負担の是非も議論する余地が生まれるかもしれない。 
（福田竜一） 

 
７. まとめ 

 
山都町では町村合併を契機として，広域的な住民自治制度として自治振興区というシス

テムを導入したことで，地域の長期的な衰退傾向に抗うような新たな動きや取組が，住民

主導により，いわば「草の根的」に生じており，その成果も得られているところである。 
調査対象とした各自治振興区では，それぞれ農産物直売や各種イベント等に取り組んで

いるが，今後，例えば，各自治振興区の個々の取組が「ネットワーク化」すれば，地域に

新たな「革新」が生じる可能性もあるだろう。竹粉の利活用の事業では，各地区で協力し

て規模を拡大する余地があるとも思われる。それ以外の分野でも，自治振興区同士の連携

の強化等によって，自治振興区で深刻な活動組織の担い手不足の問題も緩和させることが

可能かもしれない。各自治振興区の活動の活発化を図ると共に，自治振興区間の連携を実

現させることも，今後の自治振興区のさらなる発展に必要ではないかと思われる。 
他方，自治振興区の運営を各地区の住民の「自主性」に委ねようとすることと，自治振

興区間の格差を縮小させようとすることは，一般的にみても両立しにくいように思われる。

自治振興区全体の底上げ方策としては，例えば，御岳振興会の取組のような「長期プラン」

を全自治振興区で作成することも考えられる。実際，東竹原地区では新たにプランの作成

を開始したところである。 
長期プラン作成の過程において，地区の将来や自治振興区の果たす役割について，住民

間で共有化させることが，その後の自治振興区の活動の活発化にもつながる可能性はある。

その際，いわゆる「補完性の原理（21）」に従うならば，山都町と各自治振興区とその各集落

（行政区）から成る「重層的住民自治システム」，つまり集落ができることは集落で行い，

自治振興区ができることは自治振興区で行い，最後に集落や自治振興区ではできないこと

は町で行うといった重層的な役割分担関係を構築するという 1 つの方向性が考えられる。 
まず現状の自治振興区と山都町との関係でみると，自治振興区の役割は，助成金の支給

要件である必須事業の実施という形では明確化されている。さらにそこで今後の人口減少

を見越しつつ，町が自治振興区に「何を」「どこまで」委ねるのかを一層明確化することが

できれば，自治振興区の全体的な底上げにつながるように思われる。 
ただし自治振興区への町の関与が増えれば，それだけ町の「下部組織」あるいは政策の

「下請け機関」としての自治振興区の位置づけが強まるので，自治振興区の本来の良さで

あるはずの地域の自主性を損なうおそれもある。そのため町の自治振興区への関与は慎重

であるべきというのが原則とならざるを得ないが，現時点でみるかぎり，町が自治振興区
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への関与を強める余地があるとも思われる。それに関連して，自治振興区の諸活動に専念

できる内部人材の確保問題については，当面の対処方針として，町職員が就任している地

域班が自治振興区の活動により時間を割けるため，一層の町の配慮が望まれるところであ

る。 
最後に，行政区（集落）と自治振興区との関係については，地域農業と自治振興区との

連携を通じて考察したい。山都町では一部で自治振興区と同じ範域で人・農地プランが策

定されているなど，農政の自治振興区を単位とする広域再編も実現されているところであ

る。しかし中山間地域等直接支払の集落協定や集落営農組織の設立問題と自治振興区との

連携は今後の課題となっている場合が多いと思われる。 
現場での聞き取りでは，生産条件の不利性などから，集落営農組織設立に慎重な考え方

もみられたが，その場合でも地域農業の担い手の育成方策にオールタナティヴな道筋があ

るわけでもなかった。集落から自治振興区へと向かう地域農業の広域的再編を促す立場か

らいえば，自治振興区の利害を「適切に」調整することができ，自治振興区を全体として

これを纏め上げることのできる「地域マネジメント力」を，今後，自治振興区にどのよう

に備えていくことができるのか，という課題が浮き彫りになる。 
今後，自治振興区にそのような地域マネジメント力が備われば，農業の再編や担い手育

成に限らず，人材や資金（例えば，中山間地域等直接支払の交付金）といった地域資源の

効率的利用の実現も可能となり，地域に様々な効果がもたらされる余地はある。 
（福田竜一） 

 

注１ 熊本県では，2012 年に知事を本部長とする熊本県「ふるさと・農地未来づくり運動」推進本部を立ち上げ，

県（県農業公社），市町村，JA などの関係機関が結集した農地集積推進体制を構築した。さらに県内の各地で

「農地集積重点地区」を指定し，農地集積重点地区における農地集積を実施するための集落等の「話合い組織」

を支援する県独自の交付金制度（集落活動等支援交付金，合意形成交付金，農地集積交付金の 3 種）を創設し

た。なお，第Ⅰ部第 1 章補論の庄地区も 2012 年度に農地集積重点地区に指定されていた。 

２ 行政区（又は区長区）は町条例を根拠として設置されており，2015 年現在，山都町には約 150 の行政区が

ある。条例では各区に「区長」を設置すると定められており，町役場の末端事務，連絡機関として，町が住民

に区長職を委嘱している。 

３ 山都町は現時点では行政区の統合を推進する方針を続けている。 

４ この他に自治振興区以外の主体でも利用できる「まちづくり事業補助金（2015 年度は予算額 2,000 千円）」

がある。同補助金はまちづくりや研修などで活用できる。 

５ 2014 年度は 24 自治振興区でやまトークを開催し，総参加者数は 705 人（うち女性 132 人）であった。 

６ メンバーは地域班 3 名，女性 2 名，農業後継者 1 名，農地水担当者 1 名，高齢者 2 名などとなっており，単

純に地区から 1 名ずつ選出させたわけではない。 

７ 高校生以上の 678 人を対象，回収率 85％。 

８ 集落座談会は 3 集落を１つにまとめ実施し，1 回あたりの参加者数は 20～30 人弱であった。実際の会合で

は，参加者をおおむね 3 班に分けて，各班で意見を出し合い，最後に各班の代表者が発表する形式を採用した。

その際に意見が多かったのは生活問題（買い物，病院，道路など），農業問題（鳥獣害と耕作放棄），後継者問
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題（少子化や若者・嫁不足）などである。 

９ 現在は毎週日曜日に当番制により１戸でカフェをオープンしている。当番制に参加している農家は現在５戸

だが，団体客が入った場合等に臨時で参加する農家を含めると，参加農家数は約 10 戸である。 

10  山都町は山村振興法の指定地域ではないが，指定他地域と共同で事業を実施している。 

11  島木地区での日本型直接支払い制度の実施状況をみると，農地・水・環境保全向上対策に関しては「島木農

地・水・環境保全委員会」を組織し地区全体で対応している。一方で，中山間地域等直接支払制度における共

同取組については集落単位で実施されている。 

12  若い女性のなかでも，子育て中の女性は，子どもが参加する部会（体育部や子供会部）に保護者として参加

することから，比較的参加率が高くなっている。 

13 基本的には水系単位で協定を締結しているが，それらは集落の範囲とほぼ一致している。 

14 旧蘇陽町には元々公民館活動がなかったため，蘇陽地区の自治振興区には公民館部が設置されていない。 

15 「加工部会」では主に農産加工を行う計画だったが，利用できる加工施設の目途が立たず，作業の担い手が

確保できないことから，現時点では，活動が休止状態にある。 

16 「地域づくり部会」は，2015 年 4 月に総会の承認を経て新設された。主に女性部の有志がメンバーとなっ

て後述する「食の文化祭」の成功に触発されて新たに結成された。メンバーは現時点で女性のみ４，５人程

度である。 

17 現時点では，地区の交流館に精米機を設置したところである。 

18 さらにいえば，農産加工の一歩手前として，まず地域の食文化を改めて勉強し，取組に向けたきっかけとな

ることを意図したとのことである。 

19 阿蘇地域振興デザインセンターは熊本県と阿蘇地域の市町村が資金を拠出して設立された公益団体である。 

20 この事業導入時に新たに熊本市在住の研修生１名が本プロジェクト支援に加わっている。 

21 「補完性の原理（subsidiarity）」は，歴史的には 1931 年ローマ法王ピオ 11 世の回勅に出てくる用語で，イ

タリアのファシズムやドイツのナチズムの台頭を背景に，個人の諸権利が奪われないように，より下位の社

会集団に問題の解決をゆだねるべきであって，国家の不介入を説いたものである。その後も補完性の原理は，

EU（欧州連合）の権限拡大を抑制する EU と構成国との関係の原理として採用された（EC 条約 3b 条）。EU

における補完性の原理については，田中（1998），安江（2007）を参照。なお補完性の原理に関しては，我が

国の地方分権改革においても言及があり，『地方分権推進委員会最終報告書（2001 年 6 月 14 日，第４章Ⅳ）』

では，補完性の原理に照らして国から都道府県へ，都道府県から市町村へ移譲するほうがふさわしい事務事

業が存在するなどと指摘がなされていた。 
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